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 第６章 誘導施策                                                   

（１）誘導施策 

まちの将来像として掲げた「住んでよし 訪れてよし 育みのまち たてばやし」の実

現に向けて、都市機能の利便性の向上や利用促進を図り、都市機能を高めていくこと

が必要です。策定からおおむね５年が経過したことから実施状況等を踏まえ、誘導施

策の見直しを行いました。各方針に基づいて、引き続き関連する分野との連携を図り

ながら各種施策を展開していきます。 

住んでよし 訪れてよし 育みのまち たてばやし 

歴史･文化･自然など地域の資源を活かしてまちの魅力を
高める 

取組方針１ 

取組方針２ 

取組方針１ 

暮らしやすい環境づくり 

住民ニーズや地域の役割に応じた都市機能の拡充と維持 

取組方針１ 安心して子どもが育つ環境づくり 

取組方針２ 多様な世代の交流を通じた地域の核となるコミュニティ

の場の形成 

取組方針２ 館林都市圏の交流・連携の強化 

将  来  像 

目標１： “人を育む”まちづくり 

目標２： “暮らしを育む”まちづくり 

目標３： “人の交流を育む”まちづくり 
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「目標１ “人を育む”まちづくり」に関する施策 

 

 
施策分類・・・「居住誘導」に関する施策、「都市機能」に関する施策、「公共交通」に関する施策に分類 

施策内容の小分類・・・「誘導」は誘導施策、「交通」は交通施策、「関連」は関連施策にそれぞれ位置付け 

              関連施策は、立地適正化計画の目的に資する関連計画等に位置付けがある施策 
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「目標２ “暮らしを育む”まちづくり」に関する施策 

 

 
施策分類・・・「居住誘導」に関する施策、「都市機能」に関する施策、「公共交通」に関する施策に分類 

施策内容の小分類・・・「誘導」は誘導施策、「交通」は交通施策、「関連」は関連施策にそれぞれ位置付け 

              関連施策は、立地適正化計画の目的に資する関連計画等に位置付けがある施策 
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「目標３ “人の交流を育む”まちづくり」に関する施策 

 

 
施策分類・・・「居住誘導」に関する施策、「都市機能」に関する施策、「公共交通」に関する施策に分類 

施策内容の小分類・・・「誘導」は誘導施策、「交通」は交通施策、「関連」は関連施策にそれぞれ位置付け 

              関連施策は、立地適正化計画の目的に資する関連計画等に位置付けがある施策 
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（２）届出制度について 

都市再生特別措置法では、居住誘導区域内への住宅の建築の誘導や、都市機能

誘導施設の都市機能誘導区域内への適切な誘導を図るために、以下のように定め

られています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆都市再生特別措置法 第88条  
立地適正化計画の区域のうち当該立地適正化計画に記載された居住誘導区域外の区域内に

おいて、都市計画法第四条第十二項に規定する開発行為（以下「開発行為」という。）であ

って住宅その他人の居住の用に供する建築物のうち市町村の条例で定めるもの（以下この条

において「住宅等」という。）の建築の用に供する目的で行うもの（政令で定める戸数未満

の住宅の建築の用に供する目的で行うものにあっては、その規模が政令で定める規模以上の

ものに限る。）又は住宅等を新築し、若しくは建築物を改築し、若しくはその用途を変更し

て住宅等とする行為（当該政令で定める戸数未満の住宅に係るものを除く。）を行おうとす

る者は、これらの行為に着手する日の三十日前までに、国土交通省令で定めるところによ

り、行為の種類、場所、設計又は施行方法、着手予定日その他国土交通省令で定める事項を

市町村長に届け出なければならない。ただし、次に掲げる行為については、この限りでな

い。 

一 軽易な行為その他の行為で政令で定めるもの 

二 非常災害のため必要な応急措置として行う行為 

三 都市計画事業の施行として行う行為又はこれに準ずる行為として政令で定める行為 

四 その他市町村の条例で定める行為 

 

２ 前項の規定による届出をした者は、当該届出に係る事項のうち国土交通省令で定める事

項を変更しようとするときは、当該事項の変更に係る行為に着手する日の三十日前まで

に、国土交通省令で定めるところにより、その旨を市町村長に届け出なければならない。 

 

３ 市町村長は、第一項又は前項の規定による届出があった場合において、当該届出に係る

行為が居住誘導区域内における住宅等の立地の誘導を図る上で支障があると認めるとき

は、当該届出をした者に対して、当該届出に係る事項に関し、住宅等の立地を適正なもの

とするために必要な勧告をすることができる。 

４ 市町村長は、前項の規定による勧告をした場合において、必要があると認めるときは、

その勧告を受けた者に対し、居住誘導区域内の土地の取得についてのあっせんその他の必

要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

５ 市町村長は、第三項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受けた者（建築

基準法第三十九条第一項の災害危険区域、地すべり等防止法（昭和三十三年法律第三十

号）第三条第一項の地すべり防止区域、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の

推進に関する法律（平成十二年法律第五十七号）第九条第一項の土砂災害特別警戒区域、

特定都市河川浸水被害対策法（平成十五年法律第七十七号）第五十六条第一項の浸水被害

防止区域その他政令で定める区域に係る第一項又は第二項の規定による届出をした者であ

って、当該届出に係る行為を業として行うものに限る。）がこれに従わなかったときは、

その旨を公表することができる。 
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◆都市再生特別措置法 第108条 

立地適正化計画の区域内において、当該立地適正化計画に記載された誘導施設を有する建

築物の建築の用に供する目的で行う開発行為又は当該誘導施設を有する建築物を新築し、若

しくは建築物を改築し、若しくはその用途を変更して当該誘導施設を有する建築物とする行

為を行おうとする者（当該誘導施設の立地を誘導するものとして当該立地適正化計画に記載

された都市機能誘導区域内においてこれらの行為を行おうとする者を除く。）は、これらの

行為に着手する日の三十日前までに、国土交通省令で定めるところにより、行為の種類、場

所、設計又は施行方法、着手予定日その他国土交通省令で定める事項を市町村長に届け出な

ければならない。ただし、次に掲げる行為については、この限りでない。 

一 軽易な行為その他の行為で政令で定めるもの 

二 非常災害のため必要な応急措置として行う行為 

三 都市計画事業の施行として行う行為又はこれに準ずる行為として政令で定める行為 

四 その他市町村の条例で定める行為 

 

２ 前項の規定による届出をした者は、当該届出に係る事項のうち国土交通省令で定める事

項を変更しようとするときは、当該事項の変更に係る行為に着手する日の三十日前まで

に、国土交通省令で定めるところにより、その旨を市町村長に届け出なければならない。 

 

３ 市町村長は、第一項又は前項の規定による届出があった場合において、当該届出に係る

行為が都市機能誘導区域内における誘導施設の立地の誘導を図る上で支障があると認める

ときは、当該届出をした者に対して、当該届出に係る事項に関し、誘導施設の立地を適正

なものとするために必要な勧告をすることができる。 

 

４ 市町村長は、前項の規定による勧告をした場合において、必要があると認めるときは、

その勧告を受けた者に対し、当該誘導施設に係る都市機能誘導区域内の土地の取得につい

てのあっせんその他の必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

 

 

◆都市再生特別措置法 第108条の2 
立地適正化計画に記載された都市機能誘導区域内において、当該都市機能誘導区域に係る

誘導施設を休止し、又は廃止しようとする者は、休止し、又は廃止しようとする日の三十日

前までに、国土交通省令で定めるところにより、その旨を市町村長に届け出なければならな

い。 

 

２ 市町村長は、前項の規定による届出があった場合において、新たな誘導施設の立地又は

立地の誘導を図るため、当該休止し、又は廃止しようとする誘導施設を有する建築物を有

効に活用する必要があると認めるときは、当該届出をした者に対して、当該建築物の存置

その他の必要な助言又は勧告をすることができる。 
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◆都市再生特別措置法施行令 

第三十三条 法第八十八条第一項の政令で定める戸数は、三戸とする。 

 

２ 法第八十八条第一項の政令で定める規模は、〇・一ヘクタールとする。 

 

第三十四条 法第八十八条第一項第一号の政令で定める行為は、次に掲げるものとする。 

一 住宅等で仮設のもの又は農林漁業を営む者の居住の用に供するものの建築の 

用に供する目的で行う開発行為 

二 前号の住宅等の新築 

三 建築物を改築し、又はその用途を変更して第一号の住宅等とする行為 

 

第三十五条 法第八十八条第一項第三号の政令で定める行為は、都市計画法第四条第六項に

規定する都市計画施設（第四十五条において「都市計画施設」という。）を管理

することとなる者が当該都市施設に関する都市計画に適合して行う行為（都市計

画事業の施行として行うものを除く。）とする。 

 

第三十六条 法第八十八条第五項の政令で定める区域は、急傾斜地崩壊危険区域とする。 

 

第四十四条 法第百八条第一項第一号の政令で定める行為は、次に掲げるものとする。 

一 当該立地適正化計画に記載された誘導施設を有する建築物で仮設のものの

建築の用に供する目的で行う開発行為 

二 前号の誘導施設を有する建築物で仮設のものの新築 

三 建築物を改築し、又はその用途を変更して第一号の誘導施設を有する建築

物で仮設のものとする行為 

 

第四十五条 法第百八条第一項第三号の政令で定める行為は、都市計画施設を管理すること

となる者が当該都市施設に関する都市計画に適合して行う行為（都市計画事業の

施行として行うものを除く。）とする。 

◆都市再生特別措置法施行規則 

第三十五条 法第八十八条第一項の規定による届出は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞ

れ当該各号に定める様式による届出書を提出して行うものとする。 

一 開発行為を行う場合 別記様式第十 

二 住宅等を新築し、又は建築物を改築し、若しくはその用途を変更して住宅等

とする行為を行う場合 別記様式第十一 

 

２ 前項の届出書には、次に掲げる図書を添付しなければならない。 

一 開発行為を行う場合にあっては、次に掲げる図面 

イ 当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域の周辺の公共施

設を表示する図面で縮尺千分の一以上のもの 

ロ 設計図で縮尺百分の一以上のもの 

二 住宅等を新築し、又は建築物を改築し、若しくはその用途を変更して住宅等

とする行為を行う場合にあっては、次に掲げる図面 

イ 敷地内における住宅等の位置を表示する図面で縮尺百分の一以上のもの 

ロ 住宅等の二面以上の立面図及び各階平面図で縮尺五十分の一以上のもの 

三 その他参考となるべき事項を記載した図書 



第６章 誘導施策 

-57- 

 

 

  
◆都市再生特別措置法施行規則 

第三十六条 法第八十八条第一項の国土交通省令で定める事項は、行為の完了予定日とする。 

 

第三十七条 法第八十八条第二項の国土交通省令で定める事項は、設計又は施行方法のうち、

その変更により同条第一項の届出に係る行為が同項各号に掲げる行為に該当するこ

ととなるもの以外のものとする。 

 

第三十八条 法第八十八条第二項の規定による届出は、別記様式第十二による変更届出書を提

出して行うものとする。 

 

２ 第三十五条第二項の規定は、前項の届出について準用する。 

 

第五十二条 法第百八条第一項の規定による届出は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ

当該各号に定める様式による届出書を提出して行うものとする。 

一 開発行為を行う場合 別記様式第十八 

二 誘導施設を有する建築物を新築し、又は建築物を改築し、若しくはその用途

を変更して誘導施設を有する建築物とする行為を行う場合 別記様式第十九 

 

２ 前項の届出書には、次に掲げる図書を添付しなければならない。 

一 開発行為を行う場合にあっては、次に掲げる図面 

イ 当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域の周辺の公共施

設を表示する図面で縮尺千分の一以上のもの 

ロ 設計図で縮尺百分の一以上のもの 

二 誘導施設を有する建築物を新築し、又は建築物を改築し、若しくはその用途

を変更して誘導施設を有する建築物とする行為を行う場合にあっては、次に掲

げる図面 

イ 敷地内における建築物の位置を表示する図面で縮尺百分の一以上のもの 

ロ 建築物の二面以上の立面図及び各階平面図で縮尺五十分の一以上のもの 

三 その他参考となるべき事項を記載した図書 

 

第五十三条 法第百八条第一項の国土交通省令で定める事項は、行為の完了予定日とする。 

 

第五十四条 法第百八条第二項の国土交通省令で定める事項は、設計又は施行方法のうち、そ

の変更により同条第一項の届出に係る行為が同項各号に掲げる行為に該当すること

となるもの以外のものとする。 

 

第五十五条 法第百八条第二項の規定による届出は、別記様式第二十による変更届出書を提出

して行うものとする。 

 

２ 第五十二条第二項の規定は、前項の届出について準用する。 
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①居住誘導区域外における届出の対象 

居住誘導区域外における住宅等の立地動向を把握するため、開発行為や建築等行為

を行う場合には届出が必要となります。 

 

◇開発行為 

・３戸以上の住宅の建築目的の開発行為 

・１戸又は２戸の住宅の建築目的の開発行為で、その規模が1,000㎡以上のもの 

 

◇建築等行為 

・３戸以上の住宅を新築しようとする場合 

・人の居住の用に供する建築物として条例で定められたものを新築しようとする場合 

・建築物を改築し、又は建築物の用途を変更して住宅等とする場合（３戸未満の住宅に

係るものを除く） 

 

②都市機能誘導区域外における届出の対象 

都市機能誘導区域外における都市機能誘導施設の立地動向を把握するため、都市

機能誘導区域外において都市機能誘導施設に位置づけられた施設の開発・建築等行為

を行う場合には届出が必要となります。 

 

◇開発行為 

・誘導施設を有する建築物の建築目的の開発行為を行おうとする場合 

 

◇建築等行為 

・誘導施設を有する建築物を新築しようとする場合 

・建築物を改築し、誘導施設を有する建築物とする場合 

・建築物の用途を変更し、誘導施設を有する建築物とする場合 
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【例：都市機能誘導区域外の都市機能誘導施設を誘導区域内に誘導・再整備する場合】 

  

 

【例：都市機能誘導区域外に都市機能誘導施設を新設する場合】 

 
 

③都市機能誘導区域内における届出の対象 

都市機能誘導区域内において、都市機能誘導施設として位置づけられている施設を

休止又は廃止しようとする場合には、届出が必要になります。 

 

④届出の時期等 

開発・建築等行為を行おうとする場合には、開発行為等に着手する30日前までに、ま

た、都市機能誘導施設の休廃止を行う場合には、休廃止の30日前までに、届出が必要

になります。 

計画に支障のある場合、届出に対して勧告を行う場合があります。 

届出義務に関する規定が宅地建物取引業法に規定する重要事項説明の対象となりま

す。 

虚偽の届出や届出をしないで開発行為等を行った場合、都市再生特別措置法に基づ

く罰則規定があります。 

  

・届出は不要です。 

・施設の整備に当たっては、

都市構造再編集中支援事業

など立地適正化計画に関わ

る支援措置を活用すること

により補助などを受けるこ

とが可能です。 

・届出が必要になります。 

・施設整備を行うことは可能

ですが、施設の整備に当た

って、立地適正化計画に関

わる支援措置を活用するこ

とはできません。 


